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県 政 報 告

　7月17日（金）に埼玉県議会産業労働企業委員会の行政視察が
SAITAMAロボティクスセンター（仮称）予定地で行われ、地元選
出議員として同行しました。令和10年の開所に向け急ピッチで整
備が進められている現場の最新情報をご報告します。

　ロボティクスセンター内は今後の工事のために先行して道路整備を進め
ています。実際に入ってみると、道路はイノベーションセンター及び実証
フィールドにアプローチできるように整備されていました。

　イノベーションセンターの建設は、落札業者が決定さ
れ、埼玉県との契約が締結されました。視察した日は基
礎工事の準備として掘削が行われており、この後に基礎
工事が進められるとの説明を受けました。

　ドローン試験場はネットを張る柱の設置が行われていました。柱の土台となる部分を先行し
て設置して、その土台の上にさらに10mを超える柱を設置するとのことでした。

　新川越越生線側に整備される
調整池。

　地元要望の一つであった滝島井戸保全地も、離れた場所から
ではありましたが確認できました。また新川越越生線側の調整
池も、図面の通りの形で整備されていました。

　鶴ヶ島駅利用者の方から、「駅前の横断歩道の白線が消え
かかっているので、どうにかしてほしい」との声をいただき、
即日、埼玉県警に連絡して現状を報告し補修依頼をしまし
た。その結果、6月に補修が完了し安全にご利用いただける
ようになりました。今後も何かお気づきの「コト」がありました
ら、ご遠慮なくお声がけください。

鶴ヶ島駅東口の横断歩道が補修されました

➡
補修前 補修後



①福祉施設職員の処遇改善等に対する支援
……………………………………………15億1,818万4千円
職員の処遇改善等を図るため、高齢者施設及び障害者施設に対

し、賃上げや職場環境の改善等に必要な経費を補助する。

②物価高騰の影響を受ける高齢者施設及び医療機関に対す
る支援   ………………………………………7億697万9千円
　高齢者施設に対し、物価高騰の中でも介護サービスを円滑に提供
できるよう、サービス提供に必要な設備・備品の購入費用や食材費
の高騰分を補助するとともに、建築資材の高騰の影響を緩和するた
め、施設整備を行う医療機関に対し、給付金を支給する。

③業務効率化・職場環境改善に取り組む病院に対する支援
 ……………………………………………13億1,933万1千円

医療分野の生産性向上や医療人材の確保・定着を図るため、業務
効率化・職場環境改善に取り組む病院に対し、ICT機器等の導入経
費を補助する。

④安全な無痛分娩の提供体制の確保
 ………………………………………………997万7千円

地域における安全な無痛分娩の実施のため、モデル医療機
関による無痛分娩実施医療機関に対する支援体制の構築等を
行うとともに、支援に必要な設備整備費を補助する。

⑤地域クラブ活動に携わる指導者の育成
 ……………………………………………1,854万5千円

学校部活動の円滑な地域展開のため、地域のスポーツクラ
ブ等における指導者の資質向上及び確保に向け、指導者育成
のためのプログラムを作成し、研修を実施する。

⑥新規就農者の行う機械・施設の導入等に対する支援
 ……………………………………………1,356万6千円

早期の経営発展を目指し、市町村から青年等就農計画の認
定を受けた新規就農者に対し、農業用機械・施設の導入等に
係る経費を補助する。

　県議会６月定例会は6月15日に開会し、一般会計補正予算【第１号】46
億9,529万2千円及び【第２号】55億1,385万9千円等を議決し7月3日に
閉会しました（補正後累計額は2兆4,450億7,415万1千円）。
　補正予算【第１号】は、平成25年に初めて発見されてから年々被害が拡
大している特定外来生物クビアカツヤカミキリの緊急対策費として11億
871万円が計上されたほか、国の令和７年度補正予算への対応として福
祉施設職員の処遇改善等に対する支援策など、35億8,658万2千円が計
上されました。
　補正予算【第２号】は、国の令和８年度補正予算により追加された交付金
等を活用し、物価高騰に直面する県民及び事業者への支援策や石油等由
来製品の価格高騰や供給不足の影響を受ける事業者への支援策などが
盛り込まれました。

県議会6月定例会報告
一般会計補正予算【第1号】【第2号】 102億915万1千円を議決合計

県議会議事堂自由民主党議員団控え室にて、同期の
須賀昭夫県議（川越市）と

補正予算【第1号】国の令和7年度補正予算への対応 合計 35億8,658万2千円

補正予算【第1号】 クビアカツヤカミキリの被害拡大を受けた緊急対策 環境農林委員会審査項目
※関連記事は3頁に掲載

With Tsurugashima



長峰委員　①対症療法的な予算とならないように、一定の方向付けや
計画性を持つべきと考えるがいかがか。

②これまでの情報を集約し研究を進めている環境科学国際センターとの連携
を強化すべきと考えるがいかがか。
③近隣の関係する県、あるいは首都圏の首長等に対して、埼玉県の取り組みを
周知する等の働きかけはいかがか。

⬇
みどり自然課野生鳥獣対策幹　①現在、県、市町村、県民等の役割を定
めた防除実施計画の策定を進めており、この防除実施計画に基づいて

計画的に取り組んでいく。また策定後も実施状況の確認、効果検証を行うこと
で、対症療法的にならないように進めていく。
②環境科学国際センターの研究成果をもとに被害防止の手引や県政出前講
座等で技術指導を行っている。また県民参加型の発見大調査の中で情報収集
も行い、情報は県と市町村で共有する。引き続き環境科学国際センターと連携
して県民、市町村への情報提供を行うとともに、技術指導を推進していく。
③関東７県の関係部局が定期的に集まり、被害情報や防除対策について共有
し、対応を協議している。こうした会議などを通じて、国や他県に本県の取り組

みについて周知、呼び掛
けたいと思っている。

⬇
長峰委員　発生初
期から対応してい

る市町はかなり対策が進
んでいて、まだ発生が確
認されていない市町との
対応に濃淡があると思
う。濃淡のある63市町村
に対してどう配慮してい
くのか確認したい。

⬇
みどり自然課野生鳥獣対策幹　今後、計画を策定して全県的な防除体
制を構築して、必要な支援を行っていく。また県民への周知を行い、防除

に対して全体的な気運を、未実施のところも含めて行っていきたいと考えてい
る。
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長峰委員　①石油由来の補助に関して、価格上昇率または代替前と代
替品との価格差50％となっているが、セーフティネットとしての機能をよ

り使いやすくする意味で、50％を30％など、もう少し下げると農家は使いやす
くなると思うがいかがか。
②下限10万円となっているが、今困っている小規模農家や資材購入量が少な
い農家は、実際10万円を超えない。10万円の資材を仕入れる農家の営農規模
は10haぐらいになる。セーフティネットとして懐疑的な部分があるがいかがか。

⬇
生産振興課長　①まずは現在の基準で本事業を適切に執行するととも
に、今後も中東情勢の動向や石油等由来製品の価格動向、また調達動

向、さらには県内農林水産業者への影響などを注視していく。
②本事業は価格上昇等の影響が比較的多い農林水産業者に支援を重点化し

ていくという観点から一定の基準を設けた。現時点では支援対象外となる場
合でも、今後、石油等由来の農業用資材等の更なる価格上昇が生じた場合に
は、本事業の活用を検討いただきたいと考えている。

⬇
長峰委員　中小企業と農家を並列で扱って、同じ50％という考え方が
そもそも違うと思う。もっと農家の実態に合わせた設定をするべき。30％

にする、あるいは下限10万円の設定を排除するなど、本当に一生懸命やって
いる農家を救うような方向に舵を切っていくべきと思うがいかがか。

⬇
生産振興課長　本事業のセーフティネットとしての趣旨を踏まえて、中
東情勢の動向や価格の動向調達、県内農林水産業者への影響の度合い

等を注視して、適切な事業執行に努めたいと思う。
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環境農林委員会の審査報告 【抜粋】

■第91号議案（令和8年度埼玉県一般会計補正予算【第１号】）
（１）クビアカツヤカミキリの被害拡大を受けた緊急対策について

■第101号議案（令和8年度埼玉県一般会計補正予算【第２号】)
（２）中東情勢の影響を受ける中小企業、農林水産業者等に対する価格高騰・供給不足への緊急支援について

〈2026年6月29日〉

　6月定例会において環境農林委員会に付託された議案2件（第91号議案、第101号議案）、及び環境部関係の当面する行政
課題について審査を行いました。

補正予算【第２号】中東情勢等に対応した緊急支援など　合計55億1,385万9千円
①物価高騰の影響を受ける生活者・事業者に対する緊急支援
 ……………………………………………36億4,739万8千円
ア LPガス料金の高騰による一般消費者等の負担を軽減する
ため、販売事業者を通じ、価格高騰の影響分の一部を補助す
る。（24億2,989万9千円）

イ 高騰している特別高圧電力価格及びLPガス価格の影響を
緩和するため、病院、一般・歯科診療所、調剤薬局、看護師等
養成所、高齢者施設、障害者施設、保育所、児童養護施設、私
立学校等に対し、補助する。（8億4,182万3千円）

ウ 高騰している特別高圧電力価格の影響を緩和するため、受
電事業者や大型商業施設等のテナント事業者に対し補助す
る。（3億7,567万6千円）

③介護支援専門員の安全確保…………………2,985万3千円
介護現場における介護支援専門員の安全を確保するため、複数

人での訪問に係る経費や防犯ブザーの購入等の安全確保対策
に要する経費を補助する。（2,985万3千円）

②中東情勢の影響を受ける中小企業、農林水産業者等に対す
る価格高騰・供給不足への緊急支援…18億3,660万8千円
ア 先行きが不透明な中東情勢へのセーフティネットとして、
石油等由来製品の急激な価格高騰や供給不足に対して価格
転嫁を図れない中小企業等に対し、代替品との価格差を含
む仕入価格の上昇分を補助するとともに、代替品への切り
替えを行う場合の設備投資への補助を創設する。

   （13億3,032万7千円）
イ 先行きが不透明な中東情勢へのセーフティネットとして、
石油等由来製品の急激な価格高騰や供給不足に直面する農
林水産業者に対し、代替品との価格差を含む仕入価格の上
昇分を補助する。（5億628万1千円）
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長峰委員　医療的ケア児に対する訪問教育は原則自宅で行われてお
り、日中は預かり施設に預けている場合は授業が受けられないケースが

発生している。親の就労を支えながらこどもの学習機会の確保をするために、
医療型の短期入所施設等でも訪問事業が可能になるとか、柔軟に取り組むべ
きだと思うがいかがか。

⬇
特別支援教育課教育指導幹　訪問教育は児童生徒の障害の状況や健
康状態等を踏まえ、家庭や福祉施設、病院等を訪問して実施し、場所は

家庭に限定されるものではない。施設等での実施について相談があった際に
は、家庭の事情に応じたご希望や声に耳を傾けて、児童生徒の教育機会の充
実という観点から、学校や関係機関と連携しながら、適切に対応したい。

⬇
■長峰委員　医療的ケア児の学習機会確保については、障害特性、家庭環境
に応じて柔軟に対応できる体制づくりに取り組むよう提言。

長峰委員　おおぞら号の後継事業である貸し切りバスの支援につい
て、以前の一般質問において「リフト付きバスのチャーターは高額になる

ので、負担を軽減して欲しいという声が届いており検討する」という、部長の最
終的な答弁があったが、その声を受けての対応ということなのか伺う。

⬇
障害者福祉推進課長　貸し切りバスは日帰り県外旅行の場合、リフト付
きだと25万円から30万円、リスト無しだと15万円から20万円程度かか

ることから、その半額を補助するよう設定した。１回当たりの補助上限額を一律
リフト付きで15万円、リフトなしで10万円とし、これまでのおおぞら号の応募
実績等から100団体分の補助金を用意した。今までのおおぞら号のような抽
選結果に左右されずに、自分たちで計画した日程で利用できるようになり、費
用の一部補助も受けることができ、ありがたいとの意見をいただいる。

長峰委員　埼玉県手話言語条例によって手話の認知度や学習意欲は
高まったが、今後、高まった関心をどのように継続、更に増加させていく

のか、そこで必要となってくる専門人材をどう育成していくのか伺う。
⬇

障害者福祉推進課長　手話通訳者の派遣は増加傾向にある一方、手話
通訳者の養成が十分に進んでいないのが実情。そのため、登録試験の

最終合格に至らない方を１年間「准通訳者」として登録し、活動していただく制
度を導入した。養成研修では、講習会の夜間開催や複数地域での開催など工
夫してきた。今後は若い世代を育成することが必要であり、手話サークルの学
生が卒業後も手話を続けられるよう、地域の手話グループの紹介や聴覚障害
者、手話通訳者との交流機会の提供など、新たな取り組みを進めるとともに、
聴覚障害団体や手話通訳の方々の意見を伺いながら、手話通訳者の養成に努
めていく。

⬇
■長峰委員　手話通訳者の処遇について、その特性と専門性に見合った形へ
の改善検討を継続していくよう提言。また、こども、若者が、日常生活の中で自
然に手話や聴覚障害に関する情報に触れ、その存在を認識できるような環境
整備を一層進めるよう提言。
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長峰委員　SNS等の発信による利用促進を図って
いくとのことだが、計画人数が令和7年度とほぼ変

わらない少人数で計画を立てている理由を聞きたい。
⬇

みどり自然課長　令和7年度の事業実績7,628人、こちらに令和8年度
開催を予定している大会や自主事業としての長瀞射撃場杯、初心者講

習会等による利用者促進事業の推進、そして狩猟のニーズも高まっており、大
口径のスラッグ教室の実施回数の増加や大口径射場の更なる利用者確保に
向けた事業の推進によって7,750人の利用者数を見込んだ。加えてSNSなど
による情報発信の強化を行いながら利用者数の増加を図っていけるように、
利用者確保に取り組んでいきたいと考えている。

（2）さいたま緑の森博物館について
長峰委員　令和4年から7年まで右肩下がりで利用者数が減っている。
ここで指定管理者が変わり、前指定管理者からのノウハウやボランティ

ア団体等との連携体制をどう引き継ぎ、かつ新しい指定管理者ならではの資
源循環、サーキュラーエコノミーや環境教育のノウハウ等を、どう利用者の増
加につなげようとしているのか伺いたい。

⬇
みどり自然課長　新旧指定管理者の引き継ぎが円滑に行われ、自然へ
のふれあいの機会の提供など県民サービスの低下が発生しないよう、

連絡を密に取っていきたいと思っている。ボランティア団体についても、貴重な
人的資本と考えており県としてもサポートしていく。
　新指定管理者の石坂産業（株）は、環境教育に係るノウハウを生かした新た
な取り組みや、それによる新規利用者の開拓を提案した点が、今回の新規受託
に結び付いている。今後は新たな取り組みとして、里山の草花で遊んだり食べ
てみたりするボタニカルラボや、蜜蝋を使って入浴剤を作る養蜂講座、企業研
修の受け入れ等を進めていくと聞いている。県も運営状況を注視しながら、必
要に応じて指導して行きたいと考えている。

（3）移動木造応急住宅による「活樹」の取り組みについて
長峰委員　①移動木造応急住宅を「活樹」、いわゆる円滑な森林資源の
循環利用につなげていくまでが、県の資料からはイメージができない。ど

のようにつなげていくのか説明願いたい。
②指定管理に関して、森林科学館と県民の森については令和7年3月の埼玉
県公の施設の在り方有識者会議において、その機能が重複していると指摘さ
れた。その後の対応状況について伺いたい。

⬇
森づくり課長　①移動木造応急住宅をモデルとして現地説明会などの
普及啓発を通じ、まずは市町村や民間事業者の理解促進に取り組み、県

産木材を活用した移動木造応急住宅の社会的備蓄という、新たな需要の創出
につなげたいと考えている。さらに今年度はより多くの県民に、この移動木造
応急住宅と「活樹」の意義について理解を深めてもらうため、新規に活樹のイ
ベントや森林整備体験等を通じた普及啓発を進める予定。こうした取り組みを
通じて、森林資源の循環利用につなげたいと考えている。
②現在、県では森林科学館については廃止も含めた在り方を検討している。ま
た展示物など学習機能についても、ほかの施設の移管や活用について検討を
進めている。森林ふれあい施設についても、施設の利用状況や地元のニーズ
などを踏まえ、在り方について引き続き検討していく。

⬇
長峰委員　移動木造応急住宅に関して、埼玉県の人工林の８割程度が
利用可能な状況にある中、使える人工林がどんどん増えてしまう。ス

ピード感を持った対応が必要ではないかと思うがいかがか。
⬇

森づくり課長　迅速性の重要性は十分に認識している一方で、この移動
木造応急住宅は社会実装に向けた先駆的な取り組みであり、需要の創出

から持続的な循環利用の確立までには、相応の時間がかかると考えている。理
由は市町村や県民の理解や、素材生産から住宅供給までに至るサプライチェー
ンの整備など、基盤を形成する必要があるため。このモデル的な移動木造応急
住宅の活用と、「活樹」の普及啓発を通じて、市町村や県民の理解促進を図ると
ともに、先行事例から得られる課題や改善点を、丁寧に蓄積したいと考えてい
る。こういった取り組みを着実に進め需要の拡大に努めたいと考えている。
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■「医療的ケア児等への支援」について

■「社会参加支援」の外出移動の支援について

■「共生社会づくり」の手話の普及について

〈2026年7月1日〉少子・高齢福祉社会対策特別委員会の審査報告 【抜粋】
　6月定例会において少子・高齢福祉社会対策特別委員会に付託された案件は、「少子・高齢社会、地域医療、障害者並びに
シニアを含めた人材活用に関する総合的対策」であり、今回は、「障害者への支援について」審査を行いました。

■環境部関係の当面する行政課題
（１）長瀞射撃場について

With Tsurugashima

埼玉県議会議員
長峰秀和 県政調査事務所

〒350-2203 鶴ヶ島市上広谷 598
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